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プレコンセプションケア推進に向けた工程表（概要）

【企業・教育機関・自治体等への周知】

年度毎のPDCAサイクル
広告展開（上半期）→広告効果の検証・アクセス分析→Webサイト/SNSの更なる充実（下半期）→認知度調査（年度末）

プレコン宣言（仮称）運動を開始（☆）
プレコンサポーターの取組等を要件に企業・自治体等が宣言

若い世代におけるプレコンセプションケアの概念の認知度

１０％以下 １５％ ８０％

企業におけるプレコンセプションケアに関する取組の実施率

１０％ １８％ ８０％

プレコンサポーターの人数

ー 6,312人 ５万人

Webサイト/SNSアカウント
立ち上げ

【広報事業による普及啓発】

健康経営アドバイザー等研修の学習テーマへの導入検討

〈企業の取組〉

【プレコンサポーター等の人材育成】

出前講座の活用について
文科省と共管の事務連絡発出

出前講座の実態をヒアリング
（自治体、教育機関等）

（プレコンセプションケアに関する適切な理解に係る取組）

教育機関における性や健康に関する適切な理解
に係る効果的な取組について継続的に検討

〈教育機関の取組〉

（出前講座）
専門人材リストの活用の周知と出前講座の教育機関での実施
専門人材リストの活用（☆）を周知するとともに、各自治体が、地域の
教育機関で出前講座を網羅的に実施できるように支援（☆）

好事例の横展開
先進的な取組事例や支援内容等の周知
専門人材リストの作成検討【再掲】

（医療専門職の養成に係る取組）

発達段階に応じた教材の活用、教育関係者への周知

医師・看護師等の養成を行う大学・養成校への周知

専門人材リストの作成/活用（☆）を周知・活用促進
研修・出前講座等における講師の人材リストの作成を検討（関係学会・職能団体等と連携）

プレコンサポーターの活躍支援
・ プレコンサポーターの活用等を要件に「性と健康の相談センター事業」の補助率嵩上げ（☆）
・ プレコンサポーター活用の好事例を横展開
・ スキルアップ講座等の整備

専門人材のニーズをヒアリング
（自治体、教育機関、企業等）

健康経営優良法人の認定を行う際の健康経営度調査（年度毎）
・プレコンの認知度・取組状況の確認を実施

健康経営優良法人認定やえるぼしプラス認定等の取組との連携の可能性の検討

こどもとともに成長する企業の認定の要素
として位置付けることも含めて検討

プレコンサポーター
養成開始

現在

☆はｐ２のプレコンモデルシティ構想につながる取組
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相談支援の充実
（一般相談）

相談支援の充実
（専門相談）

自治体・地域
への取組支援

プレコンセプションケア推進に向けた工程表（概要）

若い世代における一般的な相談窓口の認知度

ー １０％ 10０％

プレコンセプションケアに関する専門的な相談ができる医療機関数

（６０機関） （６５機関） ２００機関

診療報酬における評価の必要性等を含めた検討に資するよう、医学
的管理について、支援の事例やエビデンスの整理等を実施

事業の拡充
・ 要件を満たすと国の補助率嵩上げ（☆）
・ 実施主体へ市町村追加
・ 医療機関等に委託する相談支援（☆）

（性と健康の相談センター事業）

一般相談窓口の拡大
全ての指定都市・中核市へ事業実施を促す

思春期健康相談体制の更なる充実（☆）
思春期健康相談を実施するモデル事例を設定するとともに、医療機関へ
の受診の促進につながるような方策を検討

（思春期健康相談体制の整備）

相談窓口拡充のための支援
関係団体・職能団体等が協力可能な医療機関リストを作成の検
討し、相談窓口を拡充

相談窓口の周知
若い世代に対して相談窓口を周知するとともに、周知のための
広報を行う自治体を支援

事業の拡充
・ 要件を満たすと国の補助率嵩上げ
・ 実施主体へ市町村追加
・ 医療機関等に委託する相談支援（☆）
・ 基礎疾患のある妊産婦等への妊娠と

薬に関する相談支援（☆）

（性と健康の相談センター事業）

専門相談窓口の拡大
全ての指定都市・中核市へ事業実施を促す

地方版推進計画の策定（☆）/計画に基づいた自治体の取組
自治体が、地域の実情に応じた「地方版推進計画」を策定し、プレコンの取組を地域の実情に応じて体系的に進める

医療機関等の相談窓口拡充のための支援
関係団体・職能団体等が協力可能な医療機関・助産所リスト
の作成を検討し、医療機関等における相談窓口の拡充

相談窓口の周知
若い世代に対して、性や健康に関する相談窓口（企業や教
育機関等の窓口も含む）を周知するとともに、周知のため
の広報を行う自治体を支援

国の行政機関及び自治体内部（人事部門、企業・教育機
関との関連部門、医療保健部局等）におけるプレコンサ
ポーター養成講座の受講を要請

（自治体職員等の取組）

国の行政機関及び自治体内部（人事部門、企業・教育機関との
関連部門等）についてプレコンの取組内容の見える化（☆）を促す

（地方版推進計画）

各種資材の作成
・ 思春期のこども・保護者向け資材
・ 医療従事者向け手引き

プレコンモデルシティ構想
企業、教育機関等を巻き込み、周知啓発、相談体制等の
整備の取組を体系的（☆の取組を全て実施）に進めた上で、
さらなる先進的な取組を行うモデル自治体を選定して支援

〈自治体等の取組〉

プレコンの取組を一体となって推進（再掲）

国の行政機関及び自治体内部

自治体

企業

教育機関

自治体における性と健康の相談センターの実施率

７４％ ７４％ １００％

現在

☆はｐ２のプレコンモデルシティ構想につながる取組
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